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研究成果の概要（和文）：　本研究では、地方への再分配政策は地域経済にとって、需要を創り出すことによる効果が
一定程度観測されるものの、長期的に生産性を高めるには、効率的なストック形成が重要であることが明らかとなった
。また、財政を通じた再分配は人口移動を抑制する効果は観測されるものの、生産性の低い産業を温存し、新陳代謝を
遅らせてしまうため、地域経済再生を遅らせることが明らかとなった。
　また、この研究着手直前に起こった東日本大震災を受けて、サプライチェーン寸断や電力供給制約と地域経済など関
連分野での研究も進めることができた。

研究成果の概要（英文）：  In this project, I explain the effect of redistribution policy in regional econo
my. A regional development policy in Japan has focused on equalizing interregional difference. For achievi
ng a policy target, Japanese government has executed attracting policy for locating industries to the rura
l area. The net migration is sometimes used as one of the outcome because labor force moves to an area bei
ng able to earn higher income. A wage level associates with productivity. Nowadays, the net interregional 
migration is decreasing in Japan. 
  The result of my analysis, I confirm the gap of interregional productivity exist. And I show that the ga
p cause to a fiscal distribution.
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１．研究開始当初の背景 
 
 我が国の人口は 2000 年台後半にピークを
迎え、人口減少社会に突入した。また、国、
地方の政府債務残高も当時は850兆円を超え、
GDP 比で 180％程度と世界でも未曾有の水
準に達した。 
こうした中、リーマン・ショック以降の世

界的な景気後退を受けて、地域経済において
も一段と厳しい経済状況に陥った。特に、地
方においては、中心市街地の空洞化が進み、
都市と地方の所得格差が拡大傾向を示すな
ど、公共投資による景気刺激策を求める政治
的要請が高まっていた。 
  しかしながら、こうした地域間格差が生じ
たときは、市場メカニズムが機能していれば、
労働力や資本が移動し、格差は縮小する方向
に向かうはずである。政策的には、「国土の
均衡ある発展」に代表されるように、公共投
資や補助金などを通じて、地方への所得再分
配による、格差縮小を図ってきた。こうした
所得再分配政策によって、本来は市場から退
出すべき産業が延命され、地域経済の生産性
の向上を妨げている可能性もある。 
  もし、地方への再分配政策が地域経済の生
産性向上を妨げているのならば、永久に再分
配を続けなければ地域経済は維持できなく
なり、地方への補助金の意義が問われること
になる。地方主権・地方分権が大きな政策テ
ーマとなっており、財源配分の議論ばかりが
とり立たされているが、再分配の必要ない強
固な経済基盤を築こうという議論にはなか
なか至らない状況であった。 
 
 
２．研究の目的 
 
そこで本研究では、こうした再分配政策の

評価を実証的に行い、人口制約、財政制約の
下での再分配以外の地域再生政策を検討し、
いくつかの選択肢を提示することが目的で
ある。 
具体的には、地域間の資源配分の効率的姿

を示し、実際とのギャップを推計し、その要
因を探り、地域の生産性を高める政策を検討
する。 
特に、人口減少社会の本格到来と財政制約

が厳しくなることから、従来型の再分配政策
の維持が困難になることが容易に予測され
る。したがって、本研究で明らかにしようと
している民間資金の活用が必要不可欠にな
るものと考えている。 
 
 
３．研究の方法 
  本研究では、生産要素の再配置と実現値と
のギャップが生じる要因を明らかにするた
め、地域生産関数を推計し、数理モデルを構
築しギャップの推計を行った。また、このギ
ャップが生じる要因を探る分析を行い、地方

交付税や国庫支出金などの国から地方への
移転、すなわち財政再分配がこのギャップに
大きな影響を与えていることを示した。 
同時に地域経済データベース構築の研究

グループに参加させてもらい、地域経済デー
タベースを使った生産力効果などの分析を
行った。この結果、社会資本が地域経済の生
産性向上に一定の寄与を示していることが
明らかになり、公共投資縮小の過程で効率化
が進み、相対的に大きく生産性向上に寄与す
ることが明らかになった。 
 また、研究着手直前に発生した東日本大震
災を受けて、経済産業省の地域間産業連関表
を使って、前方連関モデルを採用したサプラ
イチェーンの構造分析や電力供給制約が地
域経済に与える影響を分析した。 
 また、民間資金を活用した地域再生ファン
ドの可能性を探るため、海外事例の調査を計
画し、アメリカ、フロリダ州などの開発事業
の現地調査を実施した。 
 これらの研究成果を国内外に発信するた
め、国際学会にて積極的に報告をし、成果を
取りまとめ学術論文として寄稿した。 
 
 
４．研究成果 
 

本研究では、地方への再分配政策は地域
経済にとって、需要を創り出すことによる効
果が一定程度観測されるものの、長期的に生
産性を高めるには、効率的なストック形成が
重要であることが明らかとなった。 

また、財政を通じた再分配は人口移動を
抑制する効果は観測されるものの、生産性の
低い産業を温存し、新陳代謝を遅らせてしま
うため、結果的に地域絵経済の再生を遅らせ
てしまうことが明らかとなった。そこで地域
の生産性を高めるような民間投資を誘導す
る政策として固定資産税を活用したファン
ドの可能性を探ることができた。 
さらに、この研究着手直前に起こった東日
本大震災を受けて、サプライチェーン寸断や
電力供給制約と地域経済など関連分野での
研究も進めることができた。 
 これらの研究を国内外の学会で報告をし、
各国の研究者たちと意見交換ができた。また、
何人かの海外研究者から震災後の日本経済
に関する問い合わせを受けるなど、研究成果
を発信できたものと考えている。この間、雑
誌論文 8 本、うち査読付が 3 本、学会報告 8
件、うち国際学会 4 件を行うことができた。
この他にも各種セミナーやワークショップ
に参加、報告をし、意見交換を活発に行うこ
とができ、非常に有意義であった。 
 さらに、最終的に今回の研究成果を含め、
これまで行ってきた研究の成果をまとめ勁
草書房から「官民連携の地域再生」を出版す
ることができた点は大きな成果と考えてい
る。 
 なお、当初計画していたコンパクト・シテ



ィの効率性の実証研究を予定していたが、デ
ータ制約と計画段階では想定されていなか
った東日本大震災の発生による財政措置な
どにより特殊要因を取り除くことが困難と
なったため、今後の研究課題として積み残し
ている。 
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